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市政を問う！ 一 般 質 問

改
正
案
に
お
い
て
水
道
事
業
の
広

域
連
携
を
推
進
す
る
主
旨
は
何

か
。
ま
た
、
広
域
連
携
に
関
す
る
本
市

の
考
え
は
。

国
が
考
え
る「
広
域
連
携
の
推
進
」

は
、
給
水
人
口
5
万
人
未
満
の
中

小
規
模
の
事
業
者
に
つ
い
て
は
、
人
的

体
制
や
財
政
基
礎
が
脆
弱
で
あ
る
た
め

単
独
で
の
水
道
事
業
の
基
盤
強
化
を
図

る
こ
と
は
困
難
と
な
り
つ
つ
あ
り
、
そ

の
た
め
に
職
員
の
確
保
や
経
営
面
で
の

ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
の
創
出
に
つ
な
が

る
広
域
連
携
の
手
法
を
活
用
す
る
こ
と

が
有
効
で
あ
る
と
い
う
も
の
。

　
全
国
で
26
の
道
府
県
で
広
域
化
に
向

け
た
動
き
が
あ
る
が
、
料
金
や
財
政
状

況
、
施
設
整
備
水
準
の
事
業
体
間
格
差

な
ど
の
課
題
に
よ
り
広
域
化
が
進
ま
な

い
要
因
と
な
っ
て
お
り
、
本
市
と
し
て

も
慎
重
に
検
討
す
べ
き
も
の
と
考
え
て

い
る
。改

正
案
に
お
け
る
官
民
連
携
と
は

ど
の
よ
う
な
こ
と
か
。
ま
た
、
運

営
権
設
定
と
は
何
か
。

国
が
考
え
る
「
官
民
連
携
」
と
は
、

人
口
減
少
等
に
伴
う
水
道
の
利
用

人
口
の
本
格
的
な
減
少
の
中
で
、
安
定

的
な
経
営
を
確
保
し
、
効
率
的
な
整
備
・

管
理
を
実
施
す
る
た
め
、
地
域
の
実
情

に
応
じ
て
、
事
業
の
広
域
化
と
合
わ
せ
、

多
様
な
官
民
連
携
の
活
用
を
検
討
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。

　
こ
の
官
民
連
携
は
、
単
に
経
費
節
減

の
手
段
と
し
て
で
は
な
く
、
水
道
事
業

の
持
続
性
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
向

上
に
資
す
る
も
の
と
捉
え
、
長
期
的
な

視
点
に
立
っ
て
技
術
、
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ

を
有
す
る
民
間
企
業
や
、
地
域
の
状
況

に
精
通
し
た
民
間
企
業
と
の
連
携
を

図
っ
て
い
く
こ
と
で
、
事
業
の
基
盤
強

化
に
有
効
な
方
策
の
一
つ
と
し
て
考
え

ら
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

　
ま
た
、
運
営
権
設
定
と
は
、
利
用
料

金
の
徴
収
を
行
う
公
共
施
設
に
つ
い

て
、
施
設
の
所
有
権
を
公
共
主
体
が
有

し
た
ま
ま
運
営
権
を
民
間
事
業
者
に
設

定
す
る
も
の
で
あ
る
。

本
改
正
案
が
市
民
に
及
ぼ
す
影
響

は
あ
る
か
。

本
改
正
案
が
成
立
し
て
も
、
広

域
連
携
や
官
民
連
携
な
ど
に
つ

い
て
は
、
地
方
公
共
団
体
の
判
断
に
委

ね
ら
れ
て
い
る
の
で
、
直
ち
に
市
民
に

影
響
を
及
ぼ
す
も
の
と
は
考
え
ら
れ
な

い
が
、
平
成
32
年
度
か
ら
簡
易
水
道
事

業
を
公
営
企
業
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、

資
産
状
況
が
「
見
え
る
化
」
さ
れ
、
上

水
道
事
業
に
関
す
る
全
体
的
な
課
題
が

詳
細
に
見
え
て
く
る
と
思
わ
れ
る
。

　
そ
れ
ら
課
題
を
踏
ま
え
、
施
設
設
備

の
廃
止
・
統
合
、
合
理
化
な
ど
、
一
層

徹
底
し
た
効
率
化
と
経
営
の
健
全
化
を

図
り
、
安
定
的
に
「
お
い
し
く
、
安
全

な
水
」
を
提
供
で
き
る
よ
う
努
め
て
い

く
。

本
改
正
案
に
対
す
る
本
市
の
考
え

は
。

本
改
正
案
は
、
水
道
事
業
の
統
合

化
・
民
営
化
を
進
め
、
水
道
事
業

を
健
全
化
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ

る
。

　
本
市
の
場
合
、
近
隣
自
治
体
と
の
広

域
化
に
つ
い
て
は
、
料
金
格
差
や
経
営

状
況
の
格
差
を
考
え
る
と
、
直
ち
に
統

合
連
携
は
難
し
い
。
ま
た
、
民
間
企
業

と
の
連
携
・
委
託
に
つ
い
て
は
、
経
済

性
と
業
務
の
効
率
化
を
見
定
め
、
将
来

的
に
は
検
討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
と

考
え
る
。

奥秋　保  議員

・
単
独
型
サ
ー
ビ
ス
付
き
高
齢
者
向

　け
住
宅
に
つ
い
て

そ
の
他
の
質
問
事
項

答

問問 答

問問 答答

本
市
が
進
め
て
い
く
ご
み
焼
却
行

政
に
対
す
る
基
本
的
な
考
え
方

は
。

本
市
と
し
て
は
、
将
来
に
わ
た
り

安
定
的
か
つ
効
率
的
な
ご
み
処
理

体
制
を
確
保
で
き
る
よ
う
、
国
の
方
針

等
に
基
づ
き
、「
山
梨
県
ご
み
処
理
広

域
化
計
画
」
と
の
整
合
を
図
り
な
が
ら
、

他
市
町
村
と
の
幅
広
い
枠
組
み
に
よ
る

ご
み
処
理
の
広
域
化
実
現
に
向
け
取
り

組
ん
で
い
く
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え

る
。

 

教
育
の
目
的
や
小
規
模
校
の
良
さ

を
見
つ
け
る
よ
う
な
議
論
が
必
要

と
考
え
る
。
こ
の
準
備
会
で
は
、
ど
の

よ
う
な
議
論
が
さ
れ
る
の
か
。

学
校
規
模
の
適
正
化
や
適
正
配
置

の
具
体
的
な
検
討
は
、
国
の
「
手

引
き
」
の
と
お
り
、
学
校
教
育
の
直
接

の
受
益
者
で
あ
る
児
童
生
徒
の
保
護
者

や
将
来
の
受
益
者
で
あ
る
就
学
前
の
子

ど
も
の
保
護
者
の
声
を
重
視
し
、
地
域

住
民
の
十
分
な
理
解
と
協
力
を
得
る
な

ど
、「
地
域
と
と
も
に
あ
る
学
校
づ
く

り
」
の
視
点
を
踏
ま
え
た
議
論
を
行
う

べ
き
と
考
え
る
。

　
教
育
の
目
的
は
、「
人
格
の
形
成
」

で
あ
り
、
本
市
で
は
小
規
模
校
の
良
さ

を
生
か
し
た
学
校
づ
く
り
の
視
点
か
ら

検
討
を
行
い
、
都
留
文
科
大
学
附
属
小

学
校
で
は
英
語
特
区
と
し
て
、
旭
小
学

校
で
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ス
ク
ー
ル
を
導

入
し
、
地
域
で
支
え
る
学
校
を
目
指
し

た
学
校
運
営
を
展
開
し
て
い
る
。

　
ま
た
、
複
式
の
対
象
と
な
っ
た
2
つ

の
小
学
校
で
は
、
市
費
負
担
教
員
を
配

置
し
、
複
式
学
級
解
消
を
行
っ
て
き
た
。

　
準
備
会
で
は
、
様
々
な
視
点
か
ら
意

見
が
出
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
て
お

り
、
こ
こ
で
調
整
さ
れ
た
結
果
は
審
議

会
に
よ
り
協
議
・
検
討
さ
れ
て
い
く
と

理
解
し
て
い
る
。

  

都
留
市
風
水
害
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
と

は
。

災
害
発
生
前
か
ら
の
行
動
指
針
と

な
る
「
都
留
市
風
水
害
タ
イ
ム
ラ

イ
ン
」
に
は
、
台
風
等
へ
の
対
応
を
的

確
に
行
え
る
よ
う
に
す
る
た
め
「
い
つ
」

「
誰
が
」「
ど
の
よ
う
に
」「
何
を
す
る

の
か
」
を
明
確
に
し
、「
監
視
―

準
備
―

警
報
」
ま
で
の
行
動
を
時
系
列
で
定
め

る
も
の
。
関
係
部
署
と
の
調
整
を
図
り
、

わ
か
り
や
す
い
「
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
」
の

策
定
に
努
め
て
い
く
。

地
区
防
災
計
画
の
活
用
方
法
は
。

「
地
区
防
災
計
画
」
に
は
、「
訓
練

の
実
施
回
数
・
内
容
」「
避
難
所

へ
の
避
難
方
法
・
避
難
経
路
」「
災
害

弱
者
の
支
援
方
法
」「
備
蓄
」
等
の
地

域
の
実
情
に
あ
っ
た
必
要
な
防
災
対
策

や
、「
土
砂
災
害
や
河
川
の
危
険
箇
所
」

を
明
記
す
る
こ
と
を
検
討
し
て
い
る
。

　
こ
の
計
画
を
も
と
に
、
平
常
時
か
ら

地
域
に
お
け
る
災
害
へ
の
事
前
対
策
の

強
化
を
進
め
、
さ
ら
に
、
各
世
帯
に
配

布
す
る
こ
と
に
よ
り
、
危
険
個
所
を
把

握
す
る
た
め
の
防
災
マ
ッ
プ
の
代
わ
り

と
し
て
活
用
す
る
こ
と
も
可
能
と
な

る
。

板倉　保秋 議員

問答 問答

問答

問答

ご
み
焼
却
行
政
を
問
う

水
道
法
改
正
案
を
問
う

都
留
市
学
校
規
模
等

適
正
化
準
備
会
を
問
う

都
留
市
の
防
災
対
策

を
問
う
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一 般 質 問
市政を問う！

工
事
の
進
捗
状
況
は
。

山
梨
県
に
よ
る
と
、
県
道
四
日
市

場
上
野
原
線
の
拡
幅
工
事
等
に
つ

い
て
は
、
与
縄
橋
付
近
の
歩
道
設
置
工

事
や
朝
日
曽
雌
地
内
の
グ
リ
ー
ン
ベ
ル

ト
敷
設
な
ど
を
実
施
し
て
き
た
と
の
こ

と
で
あ
る
。

延
長
箇
所
の
状
況
は
。

県
道
四
日
市
場
上
野
原
線
の
拡
幅

工
事
等
に
つ
い
て
は
、
今
年
度
、

与
縄
橋
付
近
の
歩
道
設
置
工
事
を
継
続

し
て
実
施
す
る
と
聞
い
て
い
る
。

　
ま
た
、
来
年
度
以
降
に
つ
い
て
も
、

地
元
と
調
整
す
る
中
で
、
施
工
箇
所
等

を
随
時
検
討
し
な
が
ら
進
め
て
い
く
予

定
と
の
こ
と
で
あ
る
。

土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
は
何

か
所
あ
る
か
。
ま
た
、
指
定
さ

れ
る
ま
で
の
経
緯
は
。

土
石
流
に
よ
る
も
の
が
1
1
6

か
所
、
急
傾
斜
地
の
崩
壊
に
よ

る
も
の
が
2
2
3
か
所
の
計
3
3
9
か

所
の
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
（
レ
ッ

ド
ゾ
ー
ン
）
が
指
定
さ
れ
て
い
る
。

　
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
の
指
定
に

つ
い
て
は
、
県
が
土
砂
災
害
防
止
法
に

基
づ
く
基
礎
調
査
を
実
施
し
、
調
査
の

結
果
及
び
関
係
す
る
市
町
村
の
意
見
を

ふ
ま
え
、
県
が
指
定
し
て
い
る
。

  

売
上
状
況
等
は
い
か
が
か
。

平
成
29
年
度
に
お
け
る
、
道
の

駅
つ
る
全
体
の
売
上
高
は
約
2

億
6
千
万
円
、
来
場
者
数
は
約
70
万
人

と
な
っ
て
い
る
。

出
荷
さ
れ
た
商
品
に
ク
レ
ー
ム

が
あ
っ
た
と
聞
く
が
、
農
産
物

等
の
品
質
管
理
は
ど
う
な
っ
て
い
る

か
。

道
の
駅
つ
る
に
出
荷
さ
れ
る
農

産
物
な
ど
の
品
質
管
理
に
つ
い

て
は
、
運
営
会
社
で
あ
る
「
せ
ん
ね
ん

の
里
つ
る
」、
出
荷
農
家
等
で
構
成
さ

れ
る
生
産
者
組
合
、
市
の
三
者
で
毎
月

「
運
営
協
議
会
」
を
開
催
し
て
お
り
、

そ
の
中
で
一
部
の
組
合
員
が
出
荷
し
た

米
や
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
に
つ
い
て
、
虫
や

異
物
の
混
入
が
あ
っ
た
と
の
ク
レ
ー
ム

が
寄
せ
ら
れ
、
運
営
会
社
が
対
策
を
講

じ
て
い
る
と
の
報
告
が
あ
っ
た
。
　

　
今
回
の
よ
う
な
ク
レ
ー
ム
は
、
道
の

駅
つ
る
全
体
の
評
価
を
下
げ
る
こ
と
に

つ
な
が
る
と
と
も
に
、
農
家
の
生
産
意

欲
低
下
を
招
く
こ
と
も
考
え
ら
れ
、
市

か
ら
運
営
会
社
に
対
し
て
、
厳
重
に
指

導
を
行
っ
た
。

　
ま
た
、
今
後
も
県
農
務
事
務
所
の
協

力
を
得
る
中
、
道
の
駅
出
荷
者
だ
け
で

な
く
、
市
内
農
家
の
方
を
対
象
と
し
た

研
修
会
を
開
催
す
る
な
ど
、
よ
り
品
質

の
高
い
農
産
物
の
生
産
と
農
家
全
体
の

技
術
の
底
上
げ
に
向
け
取
り
組
ん
で
い

く
。

道
の
駅
つ
る
の
地
域
経
済
活
性
化

の
成
果
は
。

道
の
駅
つ
る
の
売
上
高
約
2
億
6

千
万
円
の
う
ち
、
そ
の
多
く
は
、

道
の
駅
つ
る
生
産
者
組
合
に
登
録
す
る

組
合
員
や
、
道
の
駅
に
お
い
て
発
生
し

た
雇
用
等
に
よ
り
、
関
係
す
る
市
民
へ

還
元
さ
れ
て
お
り
、
経
済
活
性
化
に
一

定
の
成
果
が
あ
っ
た
も
の
と
認
識
し
て

い
る
。

日向　美徳  議員

問答問答

問答問答 問答

問答

都
留
市
災
害
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

（
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
）

及
び
治
山・砂
防・河
川
で
の

安
全
対
策
工
事
に
つ
い
て
問
う

道
の
駅
つ
る
に

つ
い
て
問
う

県
道
四
日
市
場
上
野
原
線
拡
幅
工
事

及
び
通
学
路
安
全
対
策
工
事
に

つ
い
て
問
う

一 般 質 問3月
定例会

本委員会では、
・都留市職員定数条例改正により増員となる消防職員に関
し、救急出場件数等の現状と傾向について

・ブロック塀等撤去促進事業補助金における一件当たりの

金額と想定する件数について
・同補助金の市民への周知及び啓蒙における市の考え方に
ついて、などの質疑があり、慎重に審査した結果、付託
議案の全てを原案可決としました。

総務産業建設 常任委員会
９月１２日午前10時から
委員長 ：山本  美正　　副委員長 ：小俣  義之

■審査した議案（付託議案）

平成30年度都留市下水道事業特別会計
補正予算(第1号)

・議第59号都留市職員定数条例中改正の件
市道の路線の認定の件
平成30年度都留市一般会計補正予算
(第1号)

・議第54号
・議第56号
・議第57号

本委員会では、
・都留市税条例の改正に伴い、個人市民税の非課税範囲
と所得控除の改正内容について、などの質疑があり、慎

重に審査した結果、付託議案の全てを原案可決としまし
た。
次に、請願第３号については「採択」すべきものとしました。

本委員会では、
・地方公会計の統一的な基準に基づく財務書類の作成によ
る、本市財政に対する新たな課題と問題点等について
・生涯活躍のまち・つる事業における複合型居住プロジェクト
事業用地購入費の詳細について
・特定空き家等に対する各種委員会の開催状況と特定空き家
の現状と今後の対策について
・本市における生活保護世帯数及び保護率の現状と国・県や
県内他市との比較による本市の考えについて
・介護保険事業特別会計の一般介護予防事業における不用
額の主な要因について

・本市の保育士に対する報酬額と近隣他市との比較による本
市の考えについて
・高校生等就職支援資格取得補助金の対象となる資格内容と
資格取得状況の詳細について
・橋梁長寿命化修繕計画による修繕完了予定時期と今後の見
通しについて
・市内小中学校への防犯カメラ設置状況と今後の設置に向け
た本市の考えについて
・20年後の成人式による市外からの参加者に対する本市のPR
活動内容と民法改正により成人年齢が18歳となることによる
20歳成人式の今後の本市の考えについて
　などの質疑があり、慎重に審査した結果、委員会の審査過程
における意見、要望、指摘を、今後の予算編成及び予算執行
などに反映されるよう望み、付託された決算については、原
案のとおり認定すべきものとしました。

平成30年度都留市介護保険事業特別会
計補正予算(第1号)
教職員定数改善、少人数学級推進、及び
義務教育費国庫負担制度拡充を図るため
の請願

・議第60号

・請願第3号

都留市税条例等中改正の件
平成30年度都留市一般会計補正予算
(第1号)
平成30年度都留市国民健康保険事業特
別会計補正予算(第1号)

・議第55号
・議第57号

・議第58号

■審査した議案（付託議案）

社会厚生 常任委員会
９月１２日午後1時30分から
委員長：藤江　喜美子　　副委員長：日向 美徳

平成29年度都留市各会計歳入歳出決算認定の件
平成29年度都留市水道事業会計決算認定の件
平成29年度都留市病院事業会計決算認定の件

・認題１号
・認題２号
・認題３号

■審査した議案（付託議案）

予算特別 　委員会
９月１3日・14日・18日　午前10時から
委員長：谷垣　喜一　　副委員長：天野 利夫

※議第57号平成 30年度都留市一般会計補正予算 (第1号 )は、それぞれの常任委員会で所管する補正予算案を分けて審査します。
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正副議長に不信任決議案正副議長に不信任決議案
9月定例会閉会日（9月21日）において、

小俣武議長・国田正己副議長への不信任決議案が提出されました。

議長不信任決議案

提案者：小俣義之議員

　ただ今から、議長不信任決議案、提出理由の説明を申し上げます。

　議会は、住民の代表である議員が案件について、質疑、討論、採決を行う場であり、議員全員

が徹底した論議を行い、議決の形で意思を表すこととされております。

　これらの会議を主宰するため、地方自治法第103条の規定により議会には議長が置かれ、議

長に事故等がある場合に備えて副議長も置かれております。また、地方自治法第104条によれば、

議長には議事整理権、議会の代表権が規定をされ、議長は議場の秩序を保持し、議事を整理

し、議会の事務を統理し、議会を代表するものと決められております。議会の活動を主宰し、議会

を代表する議長は、中立性と尊厳性を保つことが、議会運営を行う上で必要条件とも言われてお

ります。

　然るに過日行われた都留市議会主催の議会報告会の席上、市民からの要望に対しての議長の

答弁で、「我 グ々ループの9名の議員の勉強会で問題を提起し、問題に向かって取り組む」という

発言があり、これは、議長のグループだけで議会を運営しているかのようにも受け取れる発言内

容でありました。

　常任委員会の席上においても、申し合わせ事項の発言時間のあり方について、委員会中に異議

を唱えるなど、これまで議会内の運営基準としてきた申し合わせ事項をも軽視をする発言がありま

した。これらは、議会活動を主宰し、議会を代表する立場である議長としての発言とは思えない、

独善的な発言である上に著しく中立性を欠くものであり、我々は認めることはできません。

　我々は、本市発展のためにも、また、本市議会の公平、公正で誠意ある議会運営を心から願う

議員としての信念に基づき、苦渋の、本当に苦渋です、苦渋の決断の上、ここに、議長不信任決議

案を提出するものであります。

　以上です。

提案理由

　小俣議長と、議長に代わり議事進行を務めた国田副議長を除く14 人で採決を行った。賛成 7人、反対 7人
の同数となり、議事進行を務めた副議長の判断で否決。採決後、議長は辞表を提出。議長選を行った結果、
小俣武議員9票、鈴木孝昌議員7票で、小俣武議員が議長に就任した。

結　　果

反対討論反対討論

賛成討論賛成討論

天野利夫議員：
　議長不信任決議案に対する反対討論を行います。

　昭和29年、１町４ケ村が合併して市制を施行し、平成20年12月都留市自治基本条例が制定されました。都留市

議会は活発な議論を重んじる伝統と、個々を尊重しあう民主的な政治風土を引き継ぐとともに、将来に向けた新た

な価値の創造のため不断の努力を重ね、市民の負託に応えていく事を決意し、2年の月日と50数回の会議を開催

し、大学教授や専門家の助言も得ず、平成25年6月都留市議会基本条例が施行されたと聞いています。

　議長は今日に至る中、就任して1年10カ月、誠心誠意、議長職を務め、議会の公正性、透明性を確保し、協働で

得られた民意のもと自由な討論を行い、必要となる政策提言、政策立案などの実現を図るため、平成29年3月政策

提言研究会を立ち上げた力量を持ちます。また、平成23年9月には議会基本条例作成の提案等、数多くの実績も残

し、議会事務局へも毎日に近いほど出向き、事務局、副議長との打ち合わせ等、支障・落ち度の無いよう頑張って

いる議長の背中を頼もしく拝見しているところです。

　一昨年10月末日の臨時議会で第68代議長選において、7人が白票を投じ、議長就任のあいさつも聞かず6人が

議場を退席した。その中には議会を円滑に運営しなければならない議会運営委員長の議場放棄、この日の唯一の

議題で責任ある総務産業建設常任委員長の議場退席による議案放棄、自分の要職も省みず、全うせず、放棄し、

退席した議員が我が身を省みず、正副議長を批判するのみの事で満足していると思うと誠に情けない思いです。

　自分の行動を反省せず、議長不信任の賛成討論をするようですが、誠に憤りを感じ、滑稽に見えます。自分たち

で作った議会基本条例をもっと尊重し、大切にし、もう一回、いや何回でも読んでいただきたい。

　議長不信任なんて、とんでもない事だ。これが都留市議会の現状かと思うと誠に残念であり、議会も将来への大

きな汚点を残し、市民に申し訳ない気持ちです。

　私は、議長の側面で議長の職務を注意深く見ておりますが、議長は職務を全身全霊で全うしております。

　よってこの不信任案は全くの思い違いであり、撤回を求め反対討論といたします。

藤本明久議員：
　先ほど提出された、小俣議長に対する不信任決議案動議に賛成の立場で討論いたします。

　我が都留市は、昭和29年市制施行以来、今年で64年になります。この64年の歴史の中で、議長職に就かれた

方はたくさんおられます。その中で議長職を3回という方は、現職議長の他いないわけであります。

　この64年間の議会の歴史の中で、議長職を経験する中でやはり、議会は皆のものであります。議長はそれをま

とめ、若い人を育てるという義務があると私は思います。

　議長は代表であります。この64年の中には3回できる機会があった議員もいるでしょう。３回やりたかった人も

いるでしょう。しかし、そういう議員も64年の中のすべての議会経験者の皆さんは、2回で我慢ということはないの

でありますが、次の世代のために人を育てるために、たらい回しではなく、それなりに適材適所の中で議長職を選

んできたのだと私は考えております。

　やはり、議会は市民のものであり、議員だけのものではありません。１人で３回議長職というのは、どう考えても

私はおかしいと思わざるを得ません。同僚議員の中には数長く議会の歴史を重ねて、まだ１回という議員もいるわ

けであります。そういう方にも、やはりある程度諮る中でうまくやっていかなければ、議会をまとめていかなければ

ならないと私は思います。公平、公正で常識的に議会を運営することが、本市の発展に繋がるものだと私は認識し

ております。これらの理由で議長不信任決議案に賛成することが我々、市民の皆さんから負託された議員として当

然のことだと私は判断します。

　以上、議員各位の良識あるご理解をお願いし、不信任決議案に賛成の立場の討論とさせていただきます。よろし

くお願い申し上げます。
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　我が都留市は、昭和29年市制施行以来、今年で64年になります。この64年の歴史の中で、議長職に就かれた
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提案者：鈴木孝昌議員

　ただ今から、副議長不信任決議案、提出理由の説明を申し上げます。

　副議長職とは、議会を代表する議長を補佐、代行し、公正かつ円滑な議会運営を行う役割を

担っているものと理解をしております。副議長選出にあたりましては、従来より公平、公正を恒とし

て期数や年齢を考慮し、選出をしてまいりました。

　確かに地方自治法では、副議長の任期は議員の任期である４年とありますが、本市議会では

長い歴史において、歴代の正副議長は、議会運営の円滑化と都留市の未来を見つめての的確な

行政運営を監視する二元代表制である議会としての立場を遵守し、さらに議会全体で発展的な議

論を重ねるべく、環境を創り出さなければならない最も重要な職責であり、多くの議員から尊敬さ

れる人格をも要求されるものであります。

　そのような中、今月3日の一般質問の聞き取りの中で、質問項目が議員同士で重なり、議長、副

議長、議会運営委員長の3者で調整会議が行われました。質問の順番も1番であり、以前から当局

に要望を重ねてきた議員の質問に対して、3者での調整会議の結果、後から提出された議員の質

問を優先し前者に対しては関連質問で述べるようにとのことと決定されました。この決定はまった

く理不尽であり、理解できません。当該議員はやむなく妥協せざるを得ませんでした。

　これからもこのような調整会議やその他の会議などで、公平、公正なる評決が期待できず、私そ

して賛成議員としては、これらの現状をこれ以上見過ごすわけにはまいりません。我々は本市発

展のため、そして本市議会の公平、公正なる正常な議会運営を心より願い、ここに副議長不信任

決議案を提出するものであります。

　以上です。

提案理由

　小俣議長と国田副議長、採決権を棄権した議員1人を除く13人で採決を行い、賛成7人、反対6人で可
決された。

結　　果

反対討論反対討論

賛成討論賛成討論

藤江喜美子議員：
　副議長不信任決議案に対する反対討論を行います。

　都留市制が施行され60年余り、その時、その時代の議員が都留市の将来に思いを巡らせながら本市の発展に

英知と努力を結集することで今日の都留市議会を築きあげてこられたと思います。現在、その職にある議員も当然

こうした考えのもと、都留市政の発展に努めることが、議員に求められる課題の一つだと思います。

　5年前、国田委員長のもと、都留市議会は二元代表制について学び、市長と競って市政の発展に寄与できる議

会のあり方について研究し、2年の月日と50回以上の会議を経たうえで手作りの議会基本条例を作り上げ今日に

至っています。

　今回の不信任動議の提案は、都留市議会が議会基本条例の中で示した、市民の理解や期待に応えるためによ

り開かれた議会活動を推進するとした精神に反した、市民不在の対応なのではないでしょうか。さらには立派な

条例を制定しても議会の体質が変わることなく、その努力を台無しにしたうえ、議会の中により深い亀裂をつくり

だし、また、これまでの副議長の功績に汚点を残すことになるのではないかと危惧するところであります。

　日ごろ事務方と打ち合わせ等に全力投球している副議長のお姿を目の当たりにするたびに、また、議長の補佐

役として職責に向かい合う誠実な姿勢に共感を覚えるとともに、評価されることこそあれ、非難されるようなとこ

ろは全く感じておりません。

　以上のいくつかの観点から、今回の不信任動議は、その提案の妥当性が大変希薄に感じるものであり、全く筋

の通らないものであります。よって提案の撤回を求め、私の反対討論といたします。

山本美正議員：
　先ほど提出された、国田副議長に対する不信任決議案動議に賛成の立場で討論いたします。

　この度、本市議会の副議長職続投にあたり、あまりに横暴で名誉欲に溺れていると思わざるを得ない人物に、

副議長職を託すのには大いなる不安を感じざるを得ません。その理由は次のとおりであります。

　昨年、選出された国田副議長は、過去に2度も議長職を務めただけでは飽き足らず、あろうことか、再び副議長

に就任し、さらには過去の先例を全く無視した副議長職続投など、かつて前例のない横暴なふるまいは誠にもっ

て言語道断であります。後進に道を譲り、指導するのも先輩議員としての大事な役割ではないのでしょうか。これ

では公平、公正な議会運営が保たれるとは到底思えず、本市議会の秩序と公平性を乱すと思われる蛮行を、我々

としては断固見過ごすわけにはまいりません。どこの世界にも、物事は順序というものがありますので、醜い権力

争いではなく、公平、公正で常識的な議会を運営することこそが、本市の発展に繋がるものと認識しております。

これらの理由により、副議長不信任決議案に賛成することが、市民の皆さまから負託された議員として当然のこと

と判断いたしました。

　以上、議員各位の良識あるご理解をお願いし、不信任決議に賛成の立場の討論といたします。

　以上です。

9月定例会閉会日（9月21日）において、小俣武議長・国田正己副議長への不信任決議案が

提出されました。
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可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

同意

同意

認定

認定

認定

採択

可決

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　×　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　×　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

可決 ○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

議 

員 

提 

出
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（議員別賛否を含む）

○は賛成　×は反対　※議長は採決に加わりません。  
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小
澤
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夫
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向

　美
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小
林

　健
太

志
村
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彦

 

　月 定例会議決結果9

◆
8
月
30
日

　本
会
議

　
　
　
　
　
　（開
会
）

　◎
会
議
録
署
名
議
員

の
指
名

　◎
会
期
の
決
定

　◎
提
出
議
案
の
市
長

説
明
並
び
に
所
信

表
明

　◎
議
案
審
議

　◎
議
案
及
び
請
願
の

委
員
会
付
託

◆
9
月
10
日

　本
会
議

　◎
一
般
質
問

◆
9
月
12
日

　
　総
務
産
業
建
設

　
　
　常
任
委
員
会

　
　社
会
厚
生

　
　
　常
任
委
員
会

◆
9
月
13
日

　
　決
算
特
別
委
員
会

◆
9
月
14
日

　
　決
算
特
別
委
員
会

◆
9
月
18
日

　
　決
算
特
別
委
員
会

◆
9
月
21
日

　本
会
議

　◎
委
員
長
報
告

　◎
議
案
審
議

　
　
　

　
　
　
　（閉
会
） 

9
月
定
例
会

会
期
日
程

各会議等における議員の欠席日数状況報告 （Ｈ30.7月～9月）

小
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小
俣
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久
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小
澤
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日
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2̶1̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶̶1
 

本 　 会 　 議

常 任 委 員 会

特 別 委 員 会

全 員 協 議 会

議 員 研 修

市

　長

　提

　出

区

　分

議員名
議決

結果議案等名

議第53号　契約締結の件（都留市防災行政
無線(同報系）デジタル化整備工事） 

議第58号　平成30年度都留市国民健康保
険事業特別会計補正予算（第1号） 
議第59号　平成30年度都留市下水道事業
特別会計補正予算（第1号） 
議第60号　平成30年度都留市介護保険事
業特別会計補正予算（第1号）  
議第61号　教育委員会教育長の任命につい
て同意を求める件 
議第62号　教育委員会委員の任命について
同意を求める件   
認第1号　平成29年度都留市各会計歳入歳
出決算認定の件 

認第2号　平成29年度都留市水道事業会計
決算認定の件 
認第3号　平成29年度都留市病院事業会計
決算認定の件 

議第54号　都留市職員定数条例中改正の件
 
議第55号　都留市税条例等中改正の件 
 
議第56号　市道の路線の認定の件 
 

議第57号　平成30年度都留市一般会計補
正予算（第１号） 

請願第3号　教職員定数改善、少人数学級推進、及
び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための請願 
議員提出意見書案第2号　教職員定数改善、少人数学級推
進、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための意見書 

議員提出意見書案第3号　太陽光発電設備の
立地規制等に係る法整備等を求める意見書

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

同意

同意

認定

認定

認定

採択

可決

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　×　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　×　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

可決 ○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　○　ー　○　

議 

員 

提 

出

〇文部科学省の流れの中で、近隣等の
大学合併等についてどのような考えで
あるのか。

〇IB(国際バカロレア)について、文部科
学省は対象校として200校を目指して
いるが、教員養成等の見込みは。

〇CCRC複合型施設について、学生、地
域が使え交流できる場所との計画に
賛成している。高校と大学の連携として、地域枠を大きくし、都留市からの学
生流出を止める一つにしてはいかがか。

　8月21日（火）に、都留文科

大学と都留市議会との連携の

一環として、意見交換会が行

われました。「本学の現状と今

後の方針ついて」講演を受け

た後の意見交換会では、次の

ような多数の質疑があり、大

学教授と市議会議員の間で活

発な議論が交わされました。

都留文科大学・市議会意見交換会議事概要都留文科大学・市議会意見交換会議事概要平成30年度

教職員定数改善、少人数学級推進、及び義務教育費国庫負担制度拡充を図るための意見書
　学校現場における課題が複雑化・困難化する中で子どもたちのゆたかな学びを実現するためには、教材研究や授業準備の時間を十分
に確保することが不可欠です。特に小学校においては、２０１８年度から新学習指導要領の移行期間に入り、外国語教育実施のための授
業時数の調整など対応に苦慮する状況となっています。ゆたかな学びの実現のためには教職員定数改善などの施策が最重要課題です。
また、日本は、ほかのＯＥＣＤ諸国に比べて、一学級当たりの児童生徒数や教員一人当たりの児童生徒数が多い状況があります。次期学習
指導要領への移行など、授業時数や指導内容が増加している中、一人ひとりの子どもにより丁寧な指導・支援を行うためには、一クラスの
学級規模を引き下げることが必要です。
　義務教育費国庫負担制度については、小泉政権下の「三位一体改革」の中で国庫負担率が２分の１から３分の１に引き下げられました。
厳しい財政状況の中、本市のように独自財源により人的措置を行っている自治体も多く、地方自治体の財政を圧迫していることや自治体
間の教育格差が生じることは大きな問題です。国の施策として定数改善にむけた財源保障をし、子どもたちが全国どこに住んでいても、一
定水準の教育を受けられることが憲法上の要請であり、ゆたかな子どもの学びを保障するための条件整備は不可欠です。
　こうした観点から、国会及び政府におかれましては、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体が計画的に教育行政を進め
ることができるように、下記の措置を講じられるよう強く要請します。　

記
1．計画的な教職員定数改善を推進するとともに、少人数学級の推進を図ること。
1．教育の機会均等と水準の維持向上を図るため、義務教育費国庫負担制度の堅持とともに国負担割合を２分の１に復元すること。
1．教育条件の格差解消を図るため、地方交付税を含む国における教育予算を拡充すること。

　　　　　【提出先】　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、文部科学大臣、財務大臣、総務大臣

太陽光発電設備の立地規制等に係る法整備等を求める意見書
　　電力は国民経済の発展に欠くことのできないものであり、福島第一原子力発電所事故以降、電力需給が逼迫しているため、再生可能な自
然エネルギー発電において固定価格買取制度を導入するなどして、その普及促進に取り組んでいる。
　しかしながら、太陽光発電設備については、高い買取価格が設定されたことや、規制緩和などにより急激に拡大し、様々な課題が全国で顕
在化したところである。
　本市においても、太陽光発電設備が急斜面の山林に森林を伐採して設置されるほか、農地や住宅地の中に周辺環境と調和せず設置され
るなど、景観の阻害、住環境の悪化のみならず、土砂災害等の発生が非常に危惧される状況となっている。
　このような状況に鑑み、固定価格買取制度の根拠法であるFIT法では、事業者に対し関係法令の遵守を義務付ける等の改正が行われたと
ころであるが、土地利用規制等に関する関係法令では、太陽光発電設備から現在生じている景観、環境及び防災上における様々な問題に十
分対応していない。
　また、FIT法においても、事業者が同法の認定基準を遵守し、適正に太陽光発電設備を設置しているか確認する体制や、発電事業終了後の
パネル等の適切な撤去、処分を担保する仕組みが整備されていない。
　よって、国においては次の事項を早急に講じられるよう、強く要望する。

　１　太陽光発電設備について、景観、環境及び防災上の観点から適正な設置がされるよう、立地の規制等に係る法整備等、所要の措置を
行うこと。例えば、地域で重要な田園風景や自然環境が残る場所、住民が著しく危険を感じる場所などは、市長の意見を聴いた上で、特
例的に立地を規制すること。

　２　１による法整備等の実効性を高めるため、FIT法においても、着工していない認定案件について、事業者が計画地を立地規制の対象と
なる場所から変更する場合でも、同じ買取価格を適用すること。

　３　太陽光発電設備がFIT法の認定基準に従い適正に設置されていることについて、国が責任を持って確認すること。
　４　発電事業終了時や事業者が経営破綻した場合に、パネル等の撤去及び処分が適切かつ確実に行われる仕組みを整備すること。

  　　　【提出先】　衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣

意見書
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（
１
）
平
成
30
年
7
月
31
日
（
火
）

〜
京
都
府
京
丹
後
市
〜

　
京
丹
後
市
の
独
自
の
実
態
調
査
と

し
て
平
成
27
年
度
に
全
地
区
の
区
長

を
対
象
に
行
っ
た
空
き
家
等
の
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
で
は
、
利
活
用
可
能
な

も
の
が
5
6
3
件
、
管
理
不
全
な
も

の
が
1
9
2
件
、
計
7
5
5
件
の
空

き
家
を
確
認
し
た
。
管
理
不
全
な
も

の
の
う
ち
、
建
物
の
倒
壊
の
可
能
性

が
あ
る
空
き
家
が
49
件
、
そ
の
う
ち

倒
壊
等
に
よ
り
周
辺
へ
の
影
響
の
可

能
性
が
あ
る
も
の
が
36
件
と
な
っ
て

お
り
、
早
期
の
対
応
が
必
要
な
状
況

に
あ
っ
た
。

　
こ
の
「
先
駆
的
空
き
家
対
策
モ
デ

ル
事
業
」
は
、
平
成
29
年
度
に
策
定

し
た
空
き
家
等
対
策
計
画
に
示
す
、

管
理
促
進
及
び
空
き
家
等
流
通
の
活

性
化
の
取
組
み
と
し
て
、「
相
続
登

記
の
促
進
」
と
「
相
続
財
産
管
理
人

制
度
を
活
用
し
た
流
通
促
進
」
の
２

つ
の
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。

　
本
市
に
お
い
て
も
人
口
減
少
に
伴

い
、
空
き
家
の
増
加
が
懸
念
さ
れ
て

い
る
。
今
後
、
体
制
も
含
め
て
事
業

強
化
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
ど
う
し

た
ら
空
き
家
を
出
さ
ず
に
す
む
か
、

ま
た
、
空
き
家
を
早
期
に
見
つ
け
、

ど
の
よ
う
に
対
応
す
る
の
か
、
さ
ら

に
は
空
き
家
の
利
活
用
を
大
き
く
前

進
さ
せ
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う
な
こ

と
が
で
き
る
の
か
な
ど
、
今
回
の
京

丹
後
市
に
お
け
る
事
業
を
参
考
と

し
、
取
り
組
み
が
望
ま
れ
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

　
本
年
度
、
富
士
見
台
自
治
会
が
、

市
の
補
助
制
度
を
活
用
し
、「
空
き

家
リ
フ
ォ
ー
ム
し
た
集
会
所
」
と
し

て
利
用
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
今
後

は
、
こ
の
制
度
を
さ
ら
に
拡
大
し
、

個
人
利
用
な
ど
も
可
能
と
な
る
よ
う

検
討
し
て
い
く
こ
と
も
必
要
と
思
わ

れ
る
。

（
２
）
平
成
30
年
7
月
31
日
（
火
）

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

〜
福
井
県
小
浜
市
〜

　
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
向
上

と
、
業
務
の
効
率
化
、
小
さ
な
行
政

へ
の
転
換
を
図
る
た
め
、
市
民
福
祉

課
市
民
窓
口
係
り
業
務
の
一
部
民
間

委
託
に
つ
い
て
、
平
成
26
年
度
か
ら

検
討
を
開
始
す
る
。

　
平
成
27
年
度
に
公
表
・
公
募
し
、

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
を
実
施
し
、
平
成
27

年
9
月
1
日
か
ら
業
務
委
託
を
実
施

す
る
。
委
託
期
間
は
、
平
成
30
年
8

月
31
日
ま
で
の
3
年
間
と
す
る
。

◆
業
務
委
託
の
効
果

〇
安
定
し
た
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

〇
人
件
費
の
削
減

〇
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

〇
地
元
雇
用
の
創
出

◆
今
後
の
課
題

〇
職
員
の
窓
口
業
務
能
力
の
維
持

〇
委
託
ス
タ
ッ
フ
の
窓
口
業
務
能
力

の
維
持

〇
財
政
面
で
の
効
果
が
少
な
い

〇
市
と
民
間
と
の
事
務
ス
ペ
ー
ス
の

分
離
、
職
員
間
の
意
識
の
醸
成
が

必
要

　
現
在
、
窓
口
業
務
の
民
間
委
託
を

総
務
省
は
推
奨
し
て
い
る
が
、
5
万

人
以
上
の
自
治
体
で
の
実
施
が
多

く
、
小
浜
市
の
よ
う
に
3
万
人
前
後

の
行
政
で
の
民
間
委
託
実
施
は
全
国

的
に
も
珍
し
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
小
浜
市
は
、
外
部
施
設
（
出
張
所
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
等
）
が
無

く
、
各
種
証
明
等
が
必
要
な
場
合
は
、

全
て
市
役
所
の
窓
口
に
行
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
2
月
か
ら
4
月
ま
で

の
特
に
異
動
（
転
入
、
転
出
等
）
の

多
い
繁
忙
期
に
は
窓
口
が
混
雑
し
、

市
民
サ
ー
ビ
ス
向
上
の
観
点
か
ら
考

え
る
と
、
外
部
施
設
は
必
要
で
は
な

い
か
と
思
わ
れ
る
。

　
本
市
の
状
況
か
ら
判
断
を
す
る

と
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の
人

件
費
、
コ
ン
ビ
ニ
発
行
シ
ス
テ
ム
の

年
間
経
費
、
窓
口
業
務
の
一
部
民
間

委
託
の
三
点
を
比
較
し
、
今
後
の
行

政
の
ス
リ
ム
化
の
観
点
か
ら
検
討
す

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

今年度は2班に分かれて
研修を行いました。
それぞれの概要は次のとおりです。

研
修
内
容

研
修
内
容

研
修
内
容

研
修
内
容

研
修
を
終
え
て

研
修
を
終
え
て

研
修
を
終
え
て

研
修
を
終
え
て

都留市議
会
行政視察

レポート

（
１
）
平
成
30
年
7
月
30
日
（
月
）

〜
宮
崎
県
西
都
市
〜

　
西
都
市
の
人
口
は
、
昭
和
35
年
の

5
0
，
9
4
8
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少

し
、
昭
和
50
年
に
は
、
一
ツ
瀬
ダ
ム

の
完
成
に
伴
う
工
事
関
係
者
の
流
出

や
高
度
経
済
成
長
期
の
都
市
部
へ
の

人
口
流
出
等
に
よ
り
3
7
，
0
5
4

人
ま
で
大
き
く
減
少
し
た
。
そ
の
後

も
人
口
減
少
は
続
き
、
平
成
30
年
、

現
在
の
人
口
は
2
9
，
5
9
4
人
と

な
っ
て
い
る
。

　
移
住
・
定
住
等
を
促
進
す
る
た
め
、

「
空
き
家
バ
ン
ク
」
の
充
実
を
図
り
、

「
お
試
し
滞
在
」
の
実
施
や
農
業
新

規
参
入
へ
の
支
援
、
住
宅
取
得
な
ど

経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
助
成
事

業
も
実
施
し
て
い
る
。

◆
移
住
・
定
住
に
係
る
主
な
助
成
事
業

①
若
い
世
代
・
子
育
て
世
代
に
対
す

る
移
住
・
定
住
促
進
支
援
事
業

　
○
住
宅
取
得
費
・
改
修
費
の
助
成

　
　
子
育
て
世
帯
（
世
帯
主
ま
た
は

そ
の
配
偶
者
が
40
歳
未
満
の
世

帯
）
を
対
象
に
、
新
築
住
宅
建

築
（
購
入
含
む
）、
中
古
住
宅

購
入
、
住
宅
改
修
を
行
な
っ
た

方
に
対
し
て
の
助
成
金

　
○
賃
貸
住
宅
家
賃
の
助
成

　
　（
転
入
者
の
み
）

　
　
子
育
て
世
帯
も
し
く
は
新
婚
世

帯
を
対
象
に
、
市
内
の
賃
貸
住

宅
へ
居
住
す
る
者
を
対
象
に
、

家
賃
の
一
部
に
対
す
る
助
成
金

（
2
年
間
）

②
お
試
し
滞
在
助
成
事
業

　
○
本
市
へ
の
移
住
を
目
的
と
し
た

活
動
に
係
る
宿
泊
費
に
対
す
る

助
成
金

　
都
留
市
に
お
い
て
も
、
都
留
市
人

口
ビ
ジ
ョ
ン
・
都
留
市
総
合
戦
略
を

策
定
し
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か

け
る
べ
く
、
将
来
目
指
す
べ
き
姿
の

実
現
に
向
け
、
様
々
な
政
策
を
展
開

し
て
い
る
が
、
当
研
修
で
は
新
た
な

知
識
の
拡
充
・
知
識
の
再
確
認
が
で

き
、
地
方
が
抱
え
る
共
通
で
あ
ろ
う

重
要
課
題
に
つ
い
て
考
え
る
機
会
と

な
っ
た
。
今
後
の
都
留
市
の
地
域
情

勢
・
政
策
の
方
向
性
を
見
極
め
つ
つ
、

議
員
と
し
て
魅
力
あ
る
都
留
市
を
創

る
た
め
の
知
識
を
よ
り
一
層
深
め
、

行
政
へ
の
意
見
・
提
言
が
で
き
る
よ

う
、
今
後
も
調
査
・
研
究
を
進
め
て

い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

（
２
）
平
成
30
年
7
月
31
日
（
火
）

　
　
　
　
　
　
　

〜
宮
崎
県
日
南
市
〜

　
近
年
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に

伴
う
子
育
て
世
代
の
所
得
減
少
や
社

会
的
孤
立
の
拡
大
な
ど
に
よ
り
、
子

ど
も
の
将
来
が
そ
の
生
ま
れ
育
っ
た

環
境
に
よ
っ
て
左
右
さ
れ
る
こ
と
の

な
い
よ
う
、
教
育
の
機
会
均
等
を
図

る
た
め
、
子
ど
も
の
貧
困
対
策
を
総

合
的
に
推
進
す
る
「
日
南
市
子
ど
も

の
未
来
応
援
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
た
。

◆
現
状
と
課
題
か
ら
必
要
と

　
さ
れ
る
対
策

①
発
見
か
ら
支
援
に
つ
な
ぐ
体
制
の

整
備

　
　
支
援
の
必
要
な
家
庭
や
子
ど
も

を
早
期
に

発
見
し
、

適
切
な
支

援
を
行
う

た
め
、
相

談
・
訪
問

事
業
等
の

充
実
を
図

る
と
と
も

に
、
地
域

全
体
で
子

先
駆
的
空
き
家
対
策

モ
デ
ル
事
業

窓
口
業
務
一
部
民
間

委
託

ど
も
の
貧
困
対
策
に
取
り
組
む
。

②
子
ど
も
へ
の
支
援

　
　
す
べ
て
の
子
ど
も
が
、
家
庭
環

境
や
経
済
状
況
に
左
右
さ
れ
る
こ

と
な
く
、
自
分
の
能
力
・
可
能
性

を
最
大
限
伸
ば
せ
る
よ
う
学
習
支

援
を
行
う
。
ま
た
、
就
労
等
に
よ

り
保
護
者
が
不
在
の
家
庭
の
子
ど

も
が
、
安
心
し
て
過
ご
せ
る
居
場

所
づ
く
り
を
推
進
し
、
基
本
的
な

学
習
習
慣
や
生
活
習
慣
の
定
着
を

図
る
。

③
保
護
者
へ
の
支
援

　
　
生
活
保
護
や
各
種
手
当
な
ど
、

世
帯
の
生
活
の
基
盤
を
下
支
え
す

る
と
と
も
に
、
子
育
て
と
就
業
の

両
立
な
ど
、
ひ
と
り
親
家
庭
等
が

抱
え
る
様
々
な
課
題
に
対
応
す
る

た
め
、
生
活
支
援
や
就
業
支
援
を

充
実
さ
せ
、
生
活
の
安
定
を
図
る
。

　
　

　
今
回
の
研
修
を
通
じ
て
、
地
域
の

実
情
や
子
育
て
世
帯
の
ニ
ー
ズ
を
十

分
に
考
慮
し
た
政
策
執
行
が
重
要
で

あ
り
、
少
子
化
対
策
を
行
う
こ
と
で

転
入
者
が
増
え
、
ま
た
都
留
市
に
住

み
つ
づ
け
た
い
と
思
う
人
が
増
え
る

よ
う
な
魅
力
あ
る
施
策
に
取
り
組
ん

で
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え

る
。

～都留市議会　議員視察研修～～都留市議会　議員視察研修～

少
子
化
対
策

移
住
・
定
住
支
援

小浜市での研修　実際に窓口を視察

日南市
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（
１
）
平
成
30
年
7
月
31
日
（
火
）

〜
京
都
府
京
丹
後
市
〜

　
京
丹
後
市
の
独
自
の
実
態
調
査
と

し
て
平
成
27
年
度
に
全
地
区
の
区
長

を
対
象
に
行
っ
た
空
き
家
等
の
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
で
は
、
利
活
用
可
能
な

も
の
が
5
6
3
件
、
管
理
不
全
な
も

の
が
1
9
2
件
、
計
7
5
5
件
の
空

き
家
を
確
認
し
た
。
管
理
不
全
な
も

の
の
う
ち
、
建
物
の
倒
壊
の
可
能
性

が
あ
る
空
き
家
が
49
件
、
そ
の
う
ち

倒
壊
等
に
よ
り
周
辺
へ
の
影
響
の
可

能
性
が
あ
る
も
の
が
36
件
と
な
っ
て

お
り
、
早
期
の
対
応
が
必
要
な
状
況

に
あ
っ
た
。

　
こ
の
「
先
駆
的
空
き
家
対
策
モ
デ

ル
事
業
」
は
、
平
成
29
年
度
に
策
定

し
た
空
き
家
等
対
策
計
画
に
示
す
、

管
理
促
進
及
び
空
き
家
等
流
通
の
活

性
化
の
取
組
み
と
し
て
、「
相
続
登

記
の
促
進
」
と
「
相
続
財
産
管
理
人

制
度
を
活
用
し
た
流
通
促
進
」
の
２

つ
の
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。

　
本
市
に
お
い
て
も
人
口
減
少
に
伴

い
、
空
き
家
の
増
加
が
懸
念
さ
れ
て

い
る
。
今
後
、
体
制
も
含
め
て
事
業

強
化
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
ど
う
し

た
ら
空
き
家
を
出
さ
ず
に
す
む
か
、

ま
た
、
空
き
家
を
早
期
に
見
つ
け
、

ど
の
よ
う
に
対
応
す
る
の
か
、
さ
ら

に
は
空
き
家
の
利
活
用
を
大
き
く
前

進
さ
せ
る
た
め
に
は
ど
の
よ
う
な
こ

と
が
で
き
る
の
か
な
ど
、
今
回
の
京

丹
後
市
に
お
け
る
事
業
を
参
考
と

し
、
取
り
組
み
が
望
ま
れ
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

　
本
年
度
、
富
士
見
台
自
治
会
が
、

市
の
補
助
制
度
を
活
用
し
、「
空
き

家
リ
フ
ォ
ー
ム
し
た
集
会
所
」
と
し

て
利
用
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
今
後

は
、
こ
の
制
度
を
さ
ら
に
拡
大
し
、

個
人
利
用
な
ど
も
可
能
と
な
る
よ
う

検
討
し
て
い
く
こ
と
も
必
要
と
思
わ

れ
る
。

（
２
）
平
成
30
年
7
月
31
日
（
火
）

　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

〜
福
井
県
小
浜
市
〜

　
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
向
上

と
、
業
務
の
効
率
化
、
小
さ
な
行
政

へ
の
転
換
を
図
る
た
め
、
市
民
福
祉

課
市
民
窓
口
係
り
業
務
の
一
部
民
間

委
託
に
つ
い
て
、
平
成
26
年
度
か
ら

検
討
を
開
始
す
る
。

　
平
成
27
年
度
に
公
表
・
公
募
し
、

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
を
実
施
し
、
平
成
27

年
9
月
1
日
か
ら
業
務
委
託
を
実
施

す
る
。
委
託
期
間
は
、
平
成
30
年
8

月
31
日
ま
で
の
3
年
間
と
す
る
。

◆
業
務
委
託
の
効
果

〇
安
定
し
た
窓
口
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

〇
人
件
費
の
削
減

〇
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

〇
地
元
雇
用
の
創
出

◆
今
後
の
課
題

〇
職
員
の
窓
口
業
務
能
力
の
維
持

〇
委
託
ス
タ
ッ
フ
の
窓
口
業
務
能
力

の
維
持

〇
財
政
面
で
の
効
果
が
少
な
い

〇
市
と
民
間
と
の
事
務
ス
ペ
ー
ス
の

分
離
、
職
員
間
の
意
識
の
醸
成
が

必
要

　
現
在
、
窓
口
業
務
の
民
間
委
託
を

総
務
省
は
推
奨
し
て
い
る
が
、
5
万

人
以
上
の
自
治
体
で
の
実
施
が
多

く
、
小
浜
市
の
よ
う
に
3
万
人
前
後

の
行
政
で
の
民
間
委
託
実
施
は
全
国

的
に
も
珍
し
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
小
浜
市
は
、
外
部
施
設
（
出
張
所
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
等
）
が
無

く
、
各
種
証
明
等
が
必
要
な
場
合
は
、

全
て
市
役
所
の
窓
口
に
行
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
2
月
か
ら
4
月
ま
で

の
特
に
異
動
（
転
入
、
転
出
等
）
の

多
い
繁
忙
期
に
は
窓
口
が
混
雑
し
、

市
民
サ
ー
ビ
ス
向
上
の
観
点
か
ら
考

え
る
と
、
外
部
施
設
は
必
要
で
は
な

い
か
と
思
わ
れ
る
。

　
本
市
の
状
況
か
ら
判
断
を
す
る

と
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の
人

件
費
、
コ
ン
ビ
ニ
発
行
シ
ス
テ
ム
の

年
間
経
費
、
窓
口
業
務
の
一
部
民
間

委
託
の
三
点
を
比
較
し
、
今
後
の
行

政
の
ス
リ
ム
化
の
観
点
か
ら
検
討
す

る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

今年度は2班に分かれて
研修を行いました。
それぞれの概要は次のとおりです。

研
修
内
容

研
修
内
容

研
修
内
容

研
修
内
容

研
修
を
終
え
て

研
修
を
終
え
て

研
修
を
終
え
て

研
修
を
終
え
て

都留市議
会
行政視察

レポート

（
１
）
平
成
30
年
7
月
30
日
（
月
）

〜
宮
崎
県
西
都
市
〜

　
西
都
市
の
人
口
は
、
昭
和
35
年
の

5
0
，
9
4
8
人
を
ピ
ー
ク
に
減
少

し
、
昭
和
50
年
に
は
、
一
ツ
瀬
ダ
ム

の
完
成
に
伴
う
工
事
関
係
者
の
流
出

や
高
度
経
済
成
長
期
の
都
市
部
へ
の

人
口
流
出
等
に
よ
り
3
7
，
0
5
4

人
ま
で
大
き
く
減
少
し
た
。
そ
の
後

も
人
口
減
少
は
続
き
、
平
成
30
年
、

現
在
の
人
口
は
2
9
，
5
9
4
人
と

な
っ
て
い
る
。

　
移
住
・
定
住
等
を
促
進
す
る
た
め
、

「
空
き
家
バ
ン
ク
」
の
充
実
を
図
り
、

「
お
試
し
滞
在
」
の
実
施
や
農
業
新

規
参
入
へ
の
支
援
、
住
宅
取
得
な
ど

経
済
的
負
担
の
軽
減
を
図
る
助
成
事

業
も
実
施
し
て
い
る
。

◆
移
住
・
定
住
に
係
る
主
な
助
成
事
業

①
若
い
世
代
・
子
育
て
世
代
に
対
す

る
移
住
・
定
住
促
進
支
援
事
業

　
○
住
宅
取
得
費
・
改
修
費
の
助
成

　
　
子
育
て
世
帯
（
世
帯
主
ま
た
は

そ
の
配
偶
者
が
40
歳
未
満
の
世

帯
）
を
対
象
に
、
新
築
住
宅
建

築
（
購
入
含
む
）、
中
古
住
宅

購
入
、
住
宅
改
修
を
行
な
っ
た

方
に
対
し
て
の
助
成
金

　
○
賃
貸
住
宅
家
賃
の
助
成

　
　（
転
入
者
の
み
）

　
　
子
育
て
世
帯
も
し
く
は
新
婚
世

帯
を
対
象
に
、
市
内
の
賃
貸
住

宅
へ
居
住
す
る
者
を
対
象
に
、

家
賃
の
一
部
に
対
す
る
助
成
金

（
2
年
間
）

②
お
試
し
滞
在
助
成
事
業

　
○
本
市
へ
の
移
住
を
目
的
と
し
た

活
動
に
係
る
宿
泊
費
に
対
す
る

助
成
金

　
都
留
市
に
お
い
て
も
、
都
留
市
人

口
ビ
ジ
ョ
ン
・
都
留
市
総
合
戦
略
を

策
定
し
、
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
か

け
る
べ
く
、
将
来
目
指
す
べ
き
姿
の

実
現
に
向
け
、
様
々
な
政
策
を
展
開

し
て
い
る
が
、
当
研
修
で
は
新
た
な

知
識
の
拡
充
・
知
識
の
再
確
認
が
で

き
、
地
方
が
抱
え
る
共
通
で
あ
ろ
う

重
要
課
題
に
つ
い
て
考
え
る
機
会
と

な
っ
た
。
今
後
の
都
留
市
の
地
域
情

勢
・
政
策
の
方
向
性
を
見
極
め
つ
つ
、

議
員
と
し
て
魅
力
あ
る
都
留
市
を
創

る
た
め
の
知
識
を
よ
り
一
層
深
め
、

行
政
へ
の
意
見
・
提
言
が
で
き
る
よ

う
、
今
後
も
調
査
・
研
究
を
進
め
て

い
く
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

（
２
）
平
成
30
年
7
月
31
日
（
火
）

　
　
　
　
　
　
　

〜
宮
崎
県
日
南
市
〜

　
近
年
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
に

伴
う
子
育
て
世
代
の
所
得
減
少
や
社

会
的
孤
立
の
拡
大
な
ど
に
よ
り
、
子

ど
も
の
将
来
が
そ
の
生
ま
れ
育
っ
た

環
境
に
よ
っ
て
左
右
さ
れ
る
こ
と
の

な
い
よ
う
、
教
育
の
機
会
均
等
を
図

る
た
め
、
子
ど
も
の
貧
困
対
策
を
総

合
的
に
推
進
す
る
「
日
南
市
子
ど
も

の
未
来
応
援
プ
ラ
ン
」
を
策
定
し
た
。

◆
現
状
と
課
題
か
ら
必
要
と

　
さ
れ
る
対
策

①
発
見
か
ら
支
援
に
つ
な
ぐ
体
制
の

整
備

　
　
支
援
の
必
要
な
家
庭
や
子
ど
も

を
早
期
に

発
見
し
、

適
切
な
支

援
を
行
う

た
め
、
相

談
・
訪
問

事
業
等
の

充
実
を
図

る
と
と
も

に
、
地
域

全
体
で
子

先
駆
的
空
き
家
対
策

モ
デ
ル
事
業

窓
口
業
務
一
部
民
間

委
託

ど
も
の
貧
困
対
策
に
取
り
組
む
。

②
子
ど
も
へ
の
支
援

　
　
す
べ
て
の
子
ど
も
が
、
家
庭
環

境
や
経
済
状
況
に
左
右
さ
れ
る
こ

と
な
く
、
自
分
の
能
力
・
可
能
性

を
最
大
限
伸
ば
せ
る
よ
う
学
習
支

援
を
行
う
。
ま
た
、
就
労
等
に
よ

り
保
護
者
が
不
在
の
家
庭
の
子
ど

も
が
、
安
心
し
て
過
ご
せ
る
居
場

所
づ
く
り
を
推
進
し
、
基
本
的
な

学
習
習
慣
や
生
活
習
慣
の
定
着
を

図
る
。

③
保
護
者
へ
の
支
援

　
　
生
活
保
護
や
各
種
手
当
な
ど
、

世
帯
の
生
活
の
基
盤
を
下
支
え
す

る
と
と
も
に
、
子
育
て
と
就
業
の

両
立
な
ど
、
ひ
と
り
親
家
庭
等
が

抱
え
る
様
々
な
課
題
に
対
応
す
る

た
め
、
生
活
支
援
や
就
業
支
援
を

充
実
さ
せ
、
生
活
の
安
定
を
図
る
。

　
　

　
今
回
の
研
修
を
通
じ
て
、
地
域
の

実
情
や
子
育
て
世
帯
の
ニ
ー
ズ
を
十

分
に
考
慮
し
た
政
策
執
行
が
重
要
で

あ
り
、
少
子
化
対
策
を
行
う
こ
と
で

転
入
者
が
増
え
、
ま
た
都
留
市
に
住

み
つ
づ
け
た
い
と
思
う
人
が
増
え
る

よ
う
な
魅
力
あ
る
施
策
に
取
り
組
ん

で
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え

る
。

～都留市議会　議員視察研修～～都留市議会　議員視察研修～

少
子
化
対
策

移
住
・
定
住
支
援

小浜市での研修　実際に窓口を視察

日南市



秋号

　
あ
れ
ほ
ど
苦
し
め
ら
れ
た
猛
暑

の
記
憶
は
徐
々
に
薄
れ
て
い
き
、

ス
ト
ー
ブ
や
こ
た
つ
の
時
季
が
訪

れ
た
。
猛
暑
と
と
も
に
大
規
模
な

災
害
に
見
舞
わ
れ
た
日
本
列
島
、

政
府
や
自
治
体
が
悩
む
の
は
、
い

か
に
住
民
を
避
難
誘
導
す
る
か
で

あ
る
と
い
う
。
避
難
勧
告
な
ど
の

異
常
を
伝
え
る
情
報
が
あ
っ
て

も
、人
間
に
は
「
自
分
は
大
丈
夫
」

と
思
い
込
む
心
理
が
あ
る
そ
う

だ
。
災
害
列
島
に
住
む
私
た
ち
に

突
き
付
け
ら
れ
た
課
題
は
決
し
て

小
さ
く
な
い
。

　
今
年
の
議
会
報
告
会
に
は
、
こ

れ
ま
で
の
参
加
者
数
を
超
え
る
多

く
の
方
に
参
加
い
た
だ
い
た
。
議

会
活
動
の
報
告
だ
け
で
な
く
、
市

民
と
の
意
見
交
換
の
場
と
し
て
も

大
変
貴
重
な
機
会
で
あ
る
。
政
治

家
で
あ
る
議
員
と
は
言
葉
の
力
が

問
わ
れ
る
も
の
だ
。
政
治
信
条
を

訴
え
、
ど
の
よ
う
な
都
留
市
を
目

指
す
の
か
、
思
い
描
く
ビ
ジ
ョ
ン

が
皆
さ
ん
の
胸
に
響
く
よ
う
に
伝

わ
る
こ
と
。
そ
う
い
う
と
こ
ろ
を

大
切
に
し
て
い
き
た
い
。

編
集
委
員
　
藤
本
　
明
久
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7月

8月

9 月

議 会 日 誌

  4日（水）
  6日（金）
18日（水）
22日（日）
23日（月）
25日（水）

27日（金）
30日（月）

  2日（木）
  3日（金）

  4日（土）
  5日（日）
  6日（月）
10日（金）

議会だより編集委員会（第1回）
都留市職員組合第65回定期大会
議会だより編集委員会（第2回）
議会報告会（宝）
山梨県東部広域連合議会７月定例会
大月都留広域事務組合議会7定例会
都留市学校規模等適正化準備会
埼玉県秩父市議会行政視察研修
都留市議会議員行政視察研修（～8/1）

議会報告会(三吉）
平成30年度山梨県高速道路整備促進期
成同盟会通常総会
議会報告会(開地）
議会報告会（禾生）
議会報告会（盛里）
第86回都留市町別野球大会開会式
議会報告会（東桂）
山梨県市議会議長会議員合同研修会
（前期）

21日（火）

22日（水）
26日（日）
28日（火）
29日（水）
30日（木）
31日（金）

10日（月）
12日（水）

13日（木）
14日（金）
18日（火）
21日（金）

28日（金）

30日（日）

公立大学法人都留文科大学と都留市議
会との意見交換会
山梨県東部広域連合議会議員研修会
第86回都留市町別野球大会閉会式
◎議会運営委員会/◎全員協議会
山梨県市議会議長会議長・事務局長会議
◎9月定例会 開会
第36回ふるさと時代祭り宵祭り

◎一般質問
◎総務産業建設常任委員会
◎社会厚生常任委員会
◎決算特別委員会
◎決算特別委員会
◎決算特別委員会
◎議会運営委員会/◎全員協議会
◎9月定例会 閉会
議会改革特別委員会
都留市セーフコミュニティ推進協議会委
員委嘱式並びに第1回推進協議会
第21回都留市いきいきフェスティバル
2018式典

議
会
だ
よ
り
編
集
委
員
会

委
員
長
　
藤
江
喜
美
子

副
委
員
長
　
藤
本
　
明
久

委
　
員
　
小
俣
　
武

委
　
員
　
国
田
　
正
己

委
　
員
　
山
本
　
美
正

この議会だよりは、環境保護のため、
再生紙、大豆インクを使用しています。

　8月10日(金)、アピオ甲府において山梨県市議会議長
会合同研修会が開催されました。
　当日は、富士市産業支援センターf―Bizセンター長
の小出宗昭氏により『地域ビジネスによる地域活性化』
について研修を受けました。

山梨県市議会議長会合同研修会
12月定例会日程（予定）

●開　　会 12月  6日（木）
●一般質問 12月17日（月）、18日（火）
●閉　　会 12月21日（金）

次期定例会及び請願提出について

請願提出締切日（予定）●12月3日（月）

人 事 案 件
　9月21日の本会議で、教育委員会教育長の任命につ
いて、及び教育委員会委員の任命について議案が上程
され、満場一致で同意されました。

●教育委員会教育長      上谷　　上野　清

●教育委員会委員      　川棚　　白戸　吉男議会だより
編集委員会

都
留
支
部
小
中
体
連
陸
上
記
録
会
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